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世
界
経
済
の
け
ん
引
役
と
し
て
期
待

　

成
長
を
続
け
る
新
興
国
の
中
で
、
特
に
、
そ
の
経
済
規

模
が
大
き
い
こ
と
か
ら
ブ
ラ
ジ
ル
、ロ
シ
ア
、イ
ン
ド
、中

国
の
４
カ
国
が
そ
の
頭
文
字
か
ら
「
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
」
と
名

付
け
ら
れ
て
注
目
さ
れ
て
い
る
（
２
０
１
０
年
12
月
に
南

ア
フ
リ
カ
が
加
わ
り
、
５
カ
国
に
な
り
「
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
」

と
な
っ
た
が
、
本
稿
で
は
従
来
の
４
カ
国
を
中
心
に
扱

う
）。
こ
の
４
カ
国
は
米
国
、Ｅ
Ｕ
な
ど
先
進
国
が
大
き
な

打
撃
を
受
け
た
２
０
０
８
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降

も
年
率
５
％
を
超
え
る
ペ
ー
ス
で
順
調
に
経
済
を
拡
大
し
、

国
際
経
済
の
け
ん
引
役
に
な
ろ
う
と
し
て
い
る
。

　

中
で
も
中
国
は
日
本
を
超
え
、
世
界
第
２
位
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

を
持
つ
経
済
大
国
に
な
り
つ
つ
あ
り
、
新
興
国
・
資
源
国

へ
の
経
済
関
与
を
強
め
、
世
界
経
済
で
大
き
な
役
割
を
占

め
て
い
る
。

　

今
後
は
さ
ら
に
、経
済
停
滞
の
続
く
先
進
国
に
よ
る
、こ

れ
ら
４
カ
国
へ
の
投
資
が
拡
大
し
、
ま
た
、
投
機
資
金
も

加
わ
っ
た
資
源
高
の
影
響
も
あ
り
、
そ
の
成
長
ス
ピ
ー
ド

は
当
面
、
維
持
さ
れ
そ
う
だ
。

　

１
９
８
０
〜
１
９
９
０
年
代
に
は
東
ア
ジ
ア
の
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ

（
新
興
工
業
経
済
地
域
）諸
国
の
成
長
が
注
目
さ
れ
た
。
こ

れ
ら
諸
国
は
人
口
の
比
較
的
少
な
い
小
規
模
な
国
・
地
域

で
あ
り
、「
資
源
輸
入
・
貿
易
立
国
」
に
よ
っ
て
工
業
化
を

進
め
ざ
る
を
得
な
い
と
い
う
限
界
が
あ
っ
た
。

　

１
９
９
０
年
代
に
入
る
と
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
４
カ
国
が

加
速
す
る
新
興
国
への
パワ
ー
シ
フ
ト

―
多
極
化
す
る
世
界
と
日
本
の
経
済
外
交

取
材
・
構
成
／
編
集
部
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次
々
と
貿
易
、
金
融
を
含
め
た
対
外
市
場
開
放
政
策
を
進

め
、
世
界
経
済
に
参
入
し
た
。
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ
諸
国
は
１
９
９

７
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
で
経
済
は
後
退
し
た
が
、
こ
れ

ら
４
カ
国
は
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ
と
異
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
が
大
き
な

国
土
と
人
口
を
持
つ
「
資
源
大
国
」
で
も
あ
る
。
４
カ
国

を
合
わ
せ
る
と
国
土
面
積
で
世
界
の
約
３
分
の
１
、
人
口

で
は
約
４
割
を
占
め
る
巨
大
な
経
済
体
で
、
さ
ら
に
ロ
シ

ア
、
中
国
は
国
連
安
保
理
常
任
理
事
国
で
あ
り
、
政
治
的

な
影
響
力
も
持
つ
。
４
カ
国
の
成
長
の
潜
在
力
は
大
き
く
、

先
進
国
を
含
め
た
世
界
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
は
大
き
い
。

存
在
感
を
高
め
る
新
興
国

　

そ
う
し
た
成
長
力
を
背
景
に
、
新
興
国
は
国
際
経
済
全

体
の
枠
組
み
の
中
で
、
次
第
に
そ
の
地
位
を
高
め
て
い
る
。

２
０
０
８
年
11
月
、
ワ
シ
ン
ト
ン
で
開
か
れ
た
Ｇ
20
サ

ミ
ッ
ト
開
催
の
目
的
の
一
つ
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に

よ
る
世
界
の
金
融
危
機
を
克
服
し
、
世
界
経
済
を
安
定
軌

道
に
乗
せ
る
た
め
に
は
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
を
含
め
た
幅
広
い

新
興
国
と
の
協
調
が
不
可
欠
と
の
判
断
に
よ
る
も
の
だ
。

Ｇ
20
サ
ミ
ッ
ト
は
そ
の
後
、
２
０
０
９
年
４
月
に
英
国
・

ブラジル
ロシア
インド
中　国

面　積
（万平方
km）

2009年
推計人口
（百万人）

2009年
名目GDP
(十億ドル)

１人当たり
名目GDP
( ドル )

2008 年
実質GDP
成長率
（％）

2009年
実質GDP
成長率
（％）

2009年
消費者物
価上昇率
（％）

2009年
日本からの
直接投資
（百万ドル）

851 
1,707 
329 
960 

191 
142 
1,199 
1,335 

1,574
1,232
1,237
4,985

8,220
8,681
1,032
3,735

5.1
5.2
6.4
9.6

-0.2
-7.9
5.7
9.1

4.9
11.7
10.9
-0.7

3753
391
3664
6899

IMF, World Economic Outlook Database, October 2010 などから作成。

表 1　BRICs 主要経済指標および予測成長率

（注）　BRICs とは：米投資銀行ゴールドマン・サックスの投資家向けリポートで 2001年
ごろに、今後、大きな成長が予想される国として、取り上げられた。2003年のリポート
では、このまま順調に成長すればこの４カ国の経済規模は 2025年に先進国（G６：米、日、
独、英、仏、伊）の約半分、2040年にはそれを上回ると予想している。

 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
ブラジル 7.54　 4.13　 4.14　 4.09　 4.14　 4.14　
ロシア 3.97　 4.34　 4.4  　 4.24　 4.14　  4
インド 9.67　 8.37　 7.98　 8.17　 8.15　 8.13
中　国 10.46　 9.59　 9.54　 9.49　 9.47　 9.45
日本（比較） 2.82　 1.50　 2.04　 1.88　 1.75　 1.68

（％）



外交 Vol. 6 ｜104

ロ
ン
ド
ン
、
同
年
９
月
に
米
国
・
ピ
ッ
ツ
バ
ー
グ
、
２
０

１
０
年
６
月
に
カ
ナ
ダ
・
ト
ロ
ン
ト
、
同
年
11
月
に
韓
国
・

ソ
ウ
ル
で
開
か
れ
、
国
際
経
済
・
金
融
問
題
を
協
議
す
る

場
と
し
て
定
着
し
た
。

　

ま
た
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
は
２
０
０
９
年
６
月
、
ロ
シ
ア
の

エ
カ
テ
リ
ン
ブ
ル
ク
で
初
の
首
脳
会
議
を
開
き
、
世
界
の

ド
ル
基
軸
通
貨
体
制
に
対
し
て
「
国
際
通
貨
シ
ス
テ
ム
の

多
様
化
が
必
要
」
と
す
る
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。
さ
ら

に
２
０
１
０
年
４
月
に
は
ブ
ラ
ジ
リ
ア
で
の
首
脳
会
議
で
、

米
ド
ル
以
外
の
貿
易
決
済
の
拡
大
を
検
討
す
る
こ
と
を
盛

り
込
ん
だ
共
同
声
明
を
採
択
し
た
。

　

Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
が
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
の
出
資
比

率
の
拡
大
を
求
め
た
の
に
対
し
、
11
月
の
ソ
ウ
ル
Ｇ
20
で

は
出
資
比
率
の
調
整
が
行
わ
れ
、
そ
の
後
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
理
事

会
で
承
認
さ
れ
た
。
こ
の
結
果
、日
本
の
出
資
比
率
が
６
・

46
％
に
微
増
、
か
ろ
う
じ
て
第
２
位
を
保
っ
た
。
中
国
は

２
・
98
％
か
ら
６
・
39
％
と
大
幅
に
増
加
、
イ
ン
ド
、
ロ

シ
ア
、
ブ
ラ
ジ
ル
も
ト
ッ
プ
10
に
入
っ
た
。

　

Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
の
ほ
か
、
成
長
が
期
待
さ
れ
る
新
興
国
と

し
て
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ
11
（
略
称
：
Ｎ
11
）
と
Ｖ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ａ
（
ヴ
ィ

図 1　新興国を取り巻く国際的な枠組み

中 国 
ロシア

日 本
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米 国
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イギリス

ドイツ

韓 国
豪 州
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トルコ
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EU
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インドネシ
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【
新
興
国
間
の
対
話
の
枠
組
み
】
先
進
国
主
導
の

枠
組
み
を
離
れ
て
、
相
互
利
益
の
拡
大
を
目
的
と

し
た
新
興
国
間
の
連
携
強
化
及
び
枠
組
み
の
制
度

化
を
推
進
。
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ス
タ
）、
Ｍ
Ｅ
Ｎ
Ａ
（
ミ
ー
ナ
）
等
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ
11
は
、
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
が
、
２

０
０
７
年
の
経
済
予
測
レ
ポ
ー
ト
の
中
で
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ

に
次
ぐ
急
成
長
が
期
待
さ
れ
る
と
し
て
イ
ラ
ン
、
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
、
エ
ジ
プ
ト
、
韓
国
、
ト
ル
コ
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
、

パ
キ
ス
タ
ン
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ベ
ト

ナ
ム
、
メ
キ
シ
コ
を
挙
げ
た
も
の
で
あ
る
。

　

Ｖ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ａ
は
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
経
済
研
究
所
の
エ
コ
ノ

ミ
ス
ト
・
門
倉
貴
史
が
、
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
に
続
く
グ
ル
ー
プ

と
し
て
２
０
０
６
年
11
月
に
提
唱
し
た
も
の
で
、
ベ
ト
ナ

ム
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
南
ア
フ
リ
カ
、
ト
ル
コ
、
ア
ル
ゼ

ン
チ
ン
の
５
カ
国
を
指
す
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｎ
Ａ
は
、
ポ
ス
ト
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
と
し
て
注
目
が
集

ま
っ
て
い
る
中
東
と
北
ア
フ
リ
カ
を
合
わ
せ
た
市
場
。

「M
iddle East

（
中
東
）」
と
「N

orth A
frica

（
北
ア
フ

リ
カ
）」
の
頭
文
字
か
ら
「
Ｍ
Ｅ
Ｎ
Ａ
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
主
に
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
ア
ラ
ブ
首
長
国

連
邦
（
Ｕ
Ａ
Ｅ
）、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
カ
タ
ー
ル
、
オ
マ
ー
ン
、

バ
ー
レ
ー
ン
、
ト
ル
コ
、
イ
ス
ラ
エ
ル
、
ヨ
ル
ダ
ン
、
エ

ジ
プ
ト
、
モ
ロ
ッ
コ
の
11
カ
国
を
指
す
。

貿
易
・
投
資
の
自
由
化
を
基
調
と
す
る

ア
ジ
ア
経
済
戦
略

　

国
際
経
済
の
多
極
化
に
対
し
て
、
日
本
は
多
角
的
な
外

交
を
展
開
し
て
い
る
。

　

政
府
は
２
０
１
０
年
６
月
「
元
気
な
日
本
」
復
活
の
シ

ナ
リ
オ
と
題
す
る
新
成
長
戦
略
を
閣
議
決
定
し
た
。

　

成
長
の
た
め
の
対
外
政
策
の
中
で
ア
ジ
ア
経
済
戦
略
と

し
て
２
０
２
０
年
ま
で
の
目
標
と
し
て
、（
１
）
ア
ジ
ア
太

平
洋
自
由
貿
易
圏
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
Ｐ
）
の
構
築
、（
２
）
ア
ジ

ア
の
成
長
を
取
り
込
む
た
め
国
内
改
革
を
推
進
し
、ヒ
ト
・

モ
ノ
・
カ
ネ
の
流
れ
倍
増
、（
３
）
ア
ジ
ア
の
所
得
倍
増
を

通
じ
た
成
長
機
会
の
拡
大

─
を
掲
げ
た
。

　

具
体
策
と
し
て
政
府
が
掲
げ
る
の
は
国
内
の
規
制
緩
和

を
含
め
た
積
極
的
な
「
貿
易
・
投
資
の
自
由
化
」
の
展
開

で
あ
る
。
ア
ジ
ア
地
域
に
お
い
て
、
日
本
企
業
の
あ
ら
ゆ

る
経
済
活
動
の
障
壁
を
取
り
除
き
、
知
的
財
産
権
の
保
護

体
制
の
構
築
な
ど
を
行
う
た
め
、
２
０
２
０
年
を
目
標
に

Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
Ｐ
を
構
築
す
る
た
め
の
日
本
と
し
て
の
道
筋

（
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
）
を
定
め
る
、
と
し
て
い
る
。
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パッ
ケ
ー
ジ
型
イ
ン
フ
ラ
の
海
外
展
開

　

ま
た
、
単
な
る
受
注
・
納
入
者
と
し
て
個
々
の
設
備
・

技
術
を
輸
出
す
る
に
と
ど
ま
ら
ず
、
新
幹
線
・
都
市
交
通
、

水
、
原
子
力
等
の
分
野
で
設
計
、
調
達
、
建
設
、
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
、
管
理
、
運
営
に
至
る
ま
で
パ
ッ
ケ
ー
ジ
で
日
本

企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
を
拡
大
さ
せ
る
た
め
、
パ
ッ
ケ
ー

ジ
型
イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
支
援
を
「
国
家
戦
略
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
の
一
つ
と
し
て
実
施
す
る
。

　

政
府
の
支
援
策
と
し
て
国
際
協
力
銀
行
（
Ｊ
Ｂ
Ｉ
Ｃ
）

の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
機
能
を
強
化
し
、
国
際
協
力
機
構
（
Ｊ

Ｉ
Ｃ
Ａ
）
の
海
外
投
融
資
の
年
度
内
の
再
開
を
目
指
す
と

と
も
に
、
途
上
国
の
経
済
成
長
に
貢
献
す
る
民
間
事
業
に

直
接
出
融
資
を
行
い
、
民
間
企
業
の
海
外
展
開
の
後
押
し

を
す
る
。
こ
う
し
た
政
策
の
積
み
重
ね
で
、
２
０
２
０
年

ま
で
に
、
19
・
７
兆
円
の
市
場
獲
得
を
目
指
す
、
と
し
て

い
る
。

　

政
府
は
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
関
係
大
臣

会
合
を
設
置
。
こ
れ
ま
で
２
０
１
０
年
９
月
か
ら
本
年
１

月
ま
で
７
回
開
催
。
ま
た
、
外
務
省
に
「
イ
ン
フ
ラ
海
外

展
開
推
進
本
部
」
と
「
イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
推
進
室
」
を

立
ち
上
げ
た
。

　

政
府
の
取
り
組
み
と
し
て
、
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
に
よ
る
働

き
か
け
お
よ
び
官
民
一
体
と
な
っ
た
取
り
組
み
が
推
進
さ

れ
て
お
り
、
原
子
力
分
野
に
お
い
て
は
、
２
０
１
０
年
９

月
に
ヨ
ル
ダ
ン
と
、
同
年
12
月
に
韓
国
、
本
年
1
月
に
ベ

ト
ナ
ム
と
の
原
子
力
協
定
に
署
名
、
さ
ら
に
イ
ン
ド
、
南

ア
フ
リ
カ
、
ト
ル
コ
、
ブ
ラ
ジ
ル
と
の
交
渉
を
開
始
、
ま

た
、
昨
年
ま
で
に
、
日
本
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ク
ウ
ェ
ー
ト

の
関
係
当
局
と
の
間
で
原
子
力
協
力
文
書
に
署
名
し
た
。

ベ
ト
ナ
ム
に
つ
い
て
は
、
原
子
力
発
電
所
建
設
案
件
に
つ

い
て
、
２
０
１
０
年
６
月
の
首
脳
会
談
や
、
７
月
の
岡
田

外
相
（
当
時
）
に
よ
る
ベ
ト
ナ
ム
首
相
表
敬
、
８
月
の
直

嶋
経
産
相
（
当
時
）
お
よ
び
民
間
企
業
幹
部
に
よ
る
官
民

合
同
ハ
イ
レ
ベ
ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
ベ
ト
ナ
ム
訪
問
等
積
極

的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
10
月
の
日
越

首
脳
会
議
で
ベ
ト
ナ
ム
原
子
力
発
電
所
の
第
2
サ
イ
ト
建

設
に
つ
い
て
の
協
力
パ
ー
ト
ナ
ー
に
日
本
が
決
定
し
た
。

　

新
幹
線
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
、前
原
国
交
相（
当

時
）
が
２
０
１
０
年
６
月
に
訪
米
、
ま
た
シ
ュ
ワ
ル
ツ
ェ

（1）
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ネ
ッ
ガ
ー
・
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
知
事
（
当
時
）
を
招
き
、

９
月
に
は
同
州
知
事
が
総
理
を
表
敬
し
た
。

　

こ
う
し
た
、
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
で
の
働
き
掛
け
を
通
じ
、

イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
を
今
後
と
も
積
極
的
に
進
め
、
日
本

の
経
済
成
長
に
つ
な
げ
て
い
く
考
え
だ
。

経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
と

自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
交
渉
の
経
過

　

日
本
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
諸
国
を
は
じ
め
、
各
国
と
の

間
で
Ｅ
Ｐ
Ａ
締
結
交
渉
を
積
極
的
に
推
進
、
２
０
０
９
年

に
は
、
ベ
ト
ナ
ム
お
よ
び
ス
イ
ス
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
発
効
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
日
本
が
締
結
し
た
Ｅ
Ｐ
Ａ
は
11
本
と

な
り
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
相
手
国
と
の
貿
易
額
の
割
合
も
貿
易
総
額

の
16
・
５
％
を
占
め
る
こ
と
に
な
っ
た
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
お
よ
び
湾
岸
協
力
理
事
会
（
Ｇ
Ｃ
Ｃ
）
と
の
交
渉
も
精

力
的
に
続
け
ら
れ
、
２
０
０
４
年
11
月
以
降
中
断
し
て
い

る
韓
国
と
の
交
渉
に
つ
い
て
は
、
首
脳
・
閣
僚
間
の
合
意

を
受
け
て
、
交
渉
再
開
に
向
け
た
環
境
醸
成
の
た
め
の
実

務
協
議
を
続
け
て
い
る
。
イ
ン
ド
、
ペ
ル
ー
に
つ
い
て
は
、

２
０
１
０
年
に
交
渉
を
完
了
し
た
。

＜2008年＞
 ３月　「資源確保指針」を閣議了解。
 ９月　リーマンショック。
＜2009年＞
 ９月 16日　岡田外相就任。
12月 30日　新成長戦略（基本方針）
を閣議決定。
＜2010年＞
 ６月 18日　新成長戦略を閣議決定。
 ６月 27日　カナダ・トロントでのG
２０サミットに際して日越首脳会談。

 ７月23日　岡田外相がベトナム訪問。
 ９月７日　尖閣諸島漁船衝突事件発生。
 ９月 10日　ヨルダンとの原子力協
定に署名。
 ９月 17日　前原外相就任。
10月５日　「インフラ海外展開推進
本部」（本部長・前原大臣、政務三
役、関係幹部）、「インフラ海外展
開推進室」を外務省内に設置。
10月 22日　ベトナムと原子力協定
に合意。
10月 31日　菅首相、ベトナム訪問。
レアアースの共同開発で合意。原発
第 2サイト２基の建設パートナーに
決定。日越戦略パートナーシップを
12月に始めることで一致。
11月９日　「包括的経済連携に関す
る基本方針」を閣議決定。
11月 13～14日　第 18回 APEC首
脳会議。横浜ビジョンを採択。
12月１日　インフラプロジェクト専
門官の指名（49カ国、56公館）。

12月 20日　「経済外交推進本部」を
設置。「インフラ海外展開推進本部」
は発展的に解消。
＜2011年＞
 1 月 1日　インフラプロジェクト専
門官を追加指名。

表 2　経済外交の主な動き
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正
念
場
を
迎
え
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉

　

政
府
は
さ
ら
に
２
０
１
０
年
11
月
、「
包
括
的
経
済
連
携

に
関
す
る
基
本
方
針
」
を
閣
議
決
定
し
、
世
界
の
潮
流
か

ら
見
て
遜
色
の
な
い
高
い
レ
ベ
ル
の
経
済
連
携
を
目
指
す

こ
と
に
な
っ
た
。

　

具
体
的
に
は
、
豪
州
等
と
の
交
渉
の
早
期
妥
結
と
、
韓

国
と
の
交
渉
の
早
期
再
開
を
目
指
す
と
と
も
に
、
Ｅ
Ｕ
や

モ
ン
ゴ
ル
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
開
始
に
向
け
て
の
取
り
組
み

を
強
化
す
る
。

　

ま
た
、「
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
に

つ
い
て
は
、
そ
の
情
報
収
集
を
進
め
な
が
ら
対
応
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
、
国
内
の
環
境
整
備
を
早
急
に
進
め
る
と

と
も
に
、
関
係
国
と
の
協
議
を
開
始
す
る
」
と
し
て
、
参

加
、
不
参
加
を
先
送
り
し
た
形
で
各
国
と
協
議
に
入
る
こ

と
に
な
っ
た
。
高
い
レ
ベ
ル
の
経
済
連
携
強
化
に
向
け
た

国
内
改
革
に
つ
い
て
は
、
持
続
可
能
な
力
強
い
農
業
を
育

て
る
た
め
「
食
と
農
林
漁
業
の
再
生
推
進
本
部
」
を
設
置

し
、
２
０
１
１
年
６
月
を
め
ど
に
基
本
方
針
を
策
定
す
る

と
し
た
。「
人
の
移
動
」に
関
し
て
は
２
０
１
１
年
６
月
ま

で
に
基
本
方
針
を
策
定
す
る
。

重
要
度
を
増
す
資
源
外
交

　

日
本
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
鉱
物
、
食
料
な
ど
の
資
源
を

大
き
く
海
外
に
依
存
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
資
源
の
安
定

供
給
確
保
は
安
全
保
障
上
の
至
上
命
題
と
な
っ
て
い
る
。

新
興
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
資
源
需
要
が
加
速
度
的
に
増

加
す
る
中
で
、
日
本
の
資
源
外
交
は
い
っ
そ
う
重
要
度
を

増
し
て
い
る
。

　

２
０
０
８
年
３
月
、
政
府
は
「
資
源
確
保
指
針
」
を
閣

議
了
解
し
た
。
こ
の
指
針
で
は
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
な
ど
の
経
済
支

援
や
Ｆ
Ｔ
Ａ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
な
ど
を
通
じ
て
資
源
国
と
の
関
係

強
化
を
促
進
す
る
。
そ
の
た
め
に
、
首
脳
・
閣
僚
レ
ベ
ル

の
対
話
を
含
め
、
政
府
が
一
体
と
な
り
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
や
Ｊ

Ｂ
Ｉ
Ｃ
な
ど
の
関
係
機
関
と
連
携
し
て
資
源
開
発
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
や
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
面
の
施
策
で
は
、
産
出
国
と
の
関
係
強
化

と
と
も
に
、
東
シ
ベ
リ
ア
・
サ
ハ
リ
ン
の
天
然
ガ
ス
、
カ

ザ
フ
ス
タ
ン
な
ど
ウ
ラ
ン
の
探
鉱
・
開
発
支
援
や
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
等
で
供
給
源
の
多
様
化
を
図
っ
て
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い
る
。
ま
た
、
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
と
の

連
携
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
憲
章
条
約
（
Ｅ
Ｃ
Ｔ
）
の
活
用
な
ど
、

国
際
協
調
を
通
じ
て
の
安
定
供
給
に
向
け
た
努
力
を
行
っ

て
い
る
。
日
本
の
省
エ
ネ
技
術
の
優
位
性
を
生
か
し
、
２

０
０
９
年
に
は
日
本
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
で
国
際
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
協
力
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
）
を
設

立
、
国
際
的
な
省
エ
ネ
活
動
を
推
進
し
て
い
る
。

　

尖
閣
諸
島
中
国
漁
船
衝
突
事
件
を
契
機
と
し
た
中
国
の

レ
ア
ア
ー
ス
輸
出
停
止
問
題
で
は
、
改
め
て
資
源
確
保
の

重
要
性
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
た
。
レ
ア
ア
ー
ス
供
給

国
の
多
角
化
を
図
る
と
と
も
に
、
代
替
技
術
の
開
発
や
使

用
量
の
低
減
技
術
開
発
、
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
、
備
蓄
強
化

な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
に
し
て
い
る
。

（
注
）（1）　

同
推
進
本
部
は
、「
経
済
外
交
推
進
本
部
」
の

設
置
に
伴
い
、
２
０
１
０
年
12
月
に
発
展
的
に
解

消
。

表 3　主要国の FTAの現状

日　本
メキシコ
シンガポール

スイス

韓　国
豪州
インド

米　国
中　国

11
11
20

26

8
6
14

　
14
9

16.5%
81.4%
71.1%

89.3%

36.2%
24.9%
21.6%

37.5%
22.0%

ASEAN、メキシコ、チリ、スイス
NAFTA、EU、韓国、日本
ASEAN、米国、豪州

ASEAN、米国、インド、チリ、EU
米国、ASEAN、チリ
ASEAN、韓国

NAFTA、中米、豪州、韓国
香港、ASEAN

（注）FTA比率：FTA相手国との貿易額が貿易総額に占める割合（署名済み・未発効を含む）
IMF 〝Direction of Trade Statistics〞CD-ROM版（2010年 11月）を基に作成。

FTAの数 FTA比率 主要相手国

（含：EU域内）
（対域外）Ｅ　Ｕ 28 29.8%

76.4%

EU、日本、トルコ、イスラエル、
カナダ、シンガポール、韓国

スイス、ノルウェー、トルコ、アル
ジェリア、南アフリカ、メキシコ




